
































には著しいものがあるが,遺 憾なが らその多 くは中央レベルに止 り,あるいは地方を扱っアこ
にして も概括 ・通史的な記述に止 り,占領教育政策の地方段階における実相についての解明
には未だ本格的な取 り組みがなきれていない。占領教育政策の多 くは,そ の末端機構として
の地方軍政組織の存在を前提 として展開された。したがって:地方軍政部教育担当官 と日本側













および 「降伏後における米国の初期の対日方針」(9月6日,米 大統領か らマッカーサーに
指令)中 には,間接統治が方向づけられてはいたが,米 国政府部内には直接統治を主張す る
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意向も根づよ く残っていた。結局,9月 中旬に至 って間接方式の採用が確定するが,こ の過





機構)で 直接統治案が否決廃案 となった結末に も当然陸軍側の意向によるところが大 きく作
用していたものと見られる。














占領管理機構は翌年にかけて次第に整備 されるが,図 一1で 見 るようにマッカーサー司令
官直属の事務局として総司令部を構成する申央の諸機関と,米太平洋陸軍所属第八軍の傘下
にあって地方 に分散する軍政組織 とに大別 され る。前者が主 として占領機構上の頭臆的部分
を,後者はその手足 として現場の宋端部分を構成し,ま た,前者が 日本の中央政治機関に,
後者は地方政治機関に対応し,それぞれに対す る働 きかけを通 じて占領政策の履行にあたっ
ナこ。 このように連合国軍の占領管理機構は日本政府およびその下部組織の存在 と機能を前提




に外務省の機関として設置 したものであり,両者間の文書は原則 として同所を経由す ること
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図一1占 領 教育 管 理 機 構(1946.7.1現在)
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とえば,学 務課長罷免要求,学校統合をめ ぐる意見の対立等に関して両者間の斡旋,調 停に
有効な機能を果す場合も少な くなかっだ)。 このような役割の担当は軍政部 と日本側当局 と
の意思疎通が十分でない地方で多く見 られ,両者の友好的関係が維持 きれた:地方,た とえ軍
政部が強硬であってもそれに日本側が柔軟に対応した地方では,連絡調整事務局はいずれも
目立たない存在であった。
なお,連 絡事務局の うち横浜連絡調整事務局は,:地方軍政の総元締であった第八軍 との連
絡の窓口としての役割をも果していたので全国にわたる事務を受持 ち,異色な存在であった。
都道府県に出先機関を もたず,し か も戦前の監督統制作用をGHΩ か ら強 く批判されて地方
教育行政への影響力を失っていた文部省が,こ の横浜事務局および軍団所在地の京都 ・仙台




なわれた。第八軍(司 令官,ア イケルバーカー中将)は,前 記厚木(空路)の ほか館山,大
湊,函館,小 樽等より上陸,第 六軍(司 令官,ク ルーガー大将)は,和 歌山,呉,佐 世保,
134
名古屋 よ り上陸 し,そ れぞれ東 日本,西 日本 を折半 して まナこた く間 に占領 した7)。
この間,中 央では総司令部(GHgofSCAP)の 機構整備が進み,や がて民主化政策遂行
のた めの指令がつ ぎつ ぎと発せ られて 日本 政府の機 関を通 じての実現が期 されアこが,GHΩ
はその実施 状況を監 視,査 察す るための直属 の末端組織を もたなか った。短期 占領,現 有人
材の優先登用 のマ ッカーサーの基本方針か らすれば,当 然 それ は既 に地方 に分散配置ずみ の
進 駐部隊が代行すべ きであ った。マ ッカーサーは,占 領第一段階終了 を期 に進駐軍 の再編 を
図 り,そ の際,第 八軍下の軍政部門 を作戦部 門か ら分離 ・独立 し拡充 を図 り,か つ第 八軍 の
支配を全国に拡大す る措置を とった8)(第六軍 は'45年宋で解体)。 この結 果,当 初1乃 至3
県 を所 轄範 囲 とす る軍 政部隊が配 置 されたが,や がて'46年7月に至 って 第 八軍 司令部お よ
びその下部機構 の第一軍 団,第 九軍 団各司令部 に軍 政部局(MilitaryGovernmentSection)
が設置 され,そ の下に軍 政部(MilitaryGovernmentTeam)が,日本 の地方行政区分 に合
せて各都道府県毎 に置かれ るよ うになっナこ9)。それ と同時 に地 区単 位に統括,調 整的中間組
織機 構(MilitaryGovernme且tRegionalH.Ω)が設 け られた(図 一2参 照)。各軍政部(局




軍 団 軍 政 部
(M.G、Seo[lono「Corps、
地 区 軍 政 部
〔M.G、ReglOllalH.0)














































































人 訓 補 食 車 郵 為
事 練 給 事 輔 便 賛
蓑






















































将校,下士官,兵 を対象 とす る訓練所,専 門技術者,大 学教授 らを対象 とする訓練所,そ し
てそれ らの修了者を集めて配属先に合せて最後の仕上げを行 う軍政要員待機所(CASA,カ
リフォルニア州モン トレー)が それである。 ここでは,日本の政治経済社会機構,風 俗習慣
はもちろん,日 本語の会話,さ らには毛筆の使い方,一 緒に働 くことになるはずの日本人の
個々の名前まで徹底的にたた きこまれた1。)。これ ら軍政部学校に多 くの人員を送 りこんだ陸
軍では軍政部要員への配置換えにあたって独自の選考内規を もち,①基本的な訓練を身につ
けた上生来人を好む人物であること ②人をコントロール(支配)す るとい うよりは,む し
ろガイダンス(指導)を 与える性向を もつ人で,そ の実行に自己の能力の最善をつ くす人,
③自分の好む国への駐留を自ら求め,そ の国の入々との相互協力の実践を心か ら願 う人,を
その判断の基準としていた11)。
しかし,これらの大部分は前述のように日本の統治形態が間接軍政に決 り,しかもマッカ
ーサーが進駐兵員の交替を拒否したことか ら,結局,マ ニラ,サ イパン,グ ァムに転用きれ,
日本向けの特殊訓練は無駄となってしまっナこ12》。 したがって,一部の例外を除 き日本に配置
された軍政部職員は,終戦まで従軍し軍政部要員 として特別の訓練を受けないまま転属され




その数は,初 期において軍,軍 団司令部段階では2～3名 程度,地 区および都道府県段階で
は多 くの場合ユ名でまれに二世の補助者(教 育補佐官)が おかれることもあった。のちに社
会教育,青 少年団体,婦人団体の育成指導の重視に伴って若干増員きれるようになるが,と
くに数百校の学校を所轄す る都道府県段階におけるスタッフの貧弱はおお うべ くもなかっアこ。
量的側面のみならず教育担当官の質 も劣悪な状態であった。教育担当官の大半は20代か ら30
代前半の召集兵あるいは同年輩の民間人で,ハ イスクールないし純然たる軍人教育しか受け
ていない者や教職経験のない者 も少な くなかった。当時の東海 ・北陸地区担当教育官マクエ







な武骨漢,理 財にたけた軍人出稼人,在 任中教育に関して意見 らしきものを一言 ものべるこ
とのなかった自称 「教育専門家」,あ るいは事あるごとにピストルで威圧する軍政部上層部
で評価の高いや り手,き らには占領軍の権力の傘の下に強引に急進的な施策を強行しようと
した理想主義者などにより各地で トラブルが発生した14)。総じて,ひ ナこす ら中央か らの指令
の機械的な適用に忠実な教育官が多かったのは,単 に軍政機構が本来的に備える性格による
のみならず,教 育担当者 として日本側の教育行政者を指導するに足る人材が得 られなかっナこ
ことにも多く起因したものと見 られる。
なお,G.H.Ω による軍政部の人事管理には往々教育官の個性を生かすような巧妙 きが






も.自立の道を歩み始め,GHΩ か らの指令 も出つ くしていたので軍政部の任務は一段落して
いナこ。加えて,ア イケルバーカー司令官をはじめ終戦直後か ら駐在した第八軍の将校,兵 員
も'49年にかけて任期満了 とともに続々 と帰国し人的構成の側面か らみて も大 きな転機に達
していた。 もともと第八軍による軍政担当は暫定的な ものであ り新規に要員を補充してまで
継続する意図は当初か らなかった。 さらには,米 国史および占領史において異例な軍人主導




る11月30日限 りで都道府県民事部を廃止し任務 と責任を地区民事部に併合,継 承 させる,②
来る12月31日限 りで軍団民事部を全廃し,第八軍民事部はGHΩ 内に移し民事局とする,と
の二方針を指令した18)。この結果,軍 政組織は第八軍か ら完全に切 り離され,従 来批判の的
となっていた作戦部隊司令官の軍政組織に対する命令権が取 り消された。
か くし・て,か つての地方軍政組織はGHΩ 直属の下部組織に転換され,両者の有機的連関
性の飛躍的向上が期 された。また,従 来の地方軍政組織では将校528人,召集兵2,381人,民
間人529人であっだものが,将 校31人,召集兵80,民間人400人へ と構成が大 きく変化し
た19)。しかし,このよ うな変化にもかかわらず,GHΩ においても地方組織においてもほと
ん ど主要なポス トを軍人が占める伝統はゆるぐことな く堅持 され,し たがって軍人マッカー
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マ ッカーサーが当初GHΩ の末端機構を設 ける必要 を認 めず地方軍政組織 を以て それ を代
用せ しめ,し たがって,地 方軍政 組織 の指揮系 統はGHQと は直結せず総司令官分 遣司令 と
しての第八軍 司令 官を経 てマ ッカーサーに連絡 してい だ ことは前 節で見た通 りであ る。
隷 下の地方軍 政組織に対 してマ ッカーサ ー総司令官が,そ の任務,権 限 に関す る指令 を発
したのは1945(昭和20)年12月20日の ことであ った。当時占領軍 内において軍 政部 門 と作戦
部 門 との分 化が明瞭でな く,同 指令 も占領軍全 体へ あてた もので あったが,こ れが軍 政組織
の比重の高 ま りと役割の重視への大 きな きっか けとなった ことは事実 であ った。 マ ッカーサ
ーは,こ の指令 を通 じて,地 方軍 政部 を 「最高 司令 官の指令 の実行 を監視す る機 関」(an
agencyforobservingcoInpliancewiththeSupremeCommandersinstruct三〇n),および
「指令 の遵守 を確保す るため必要な時は最高司令官の要求に応ず る機 関」(agencyuponwhicy
hemayca11ifnecessarytosecurecompliance)と位置づ けていた。地方軍政部軍政官用
のマニ ュアル として用意 された と見 られ る文書2Dには,こ れ らについて きらに具体的につ ぎ
の よ うに記 され てい る。
。 日本 の地方 宮民諸 団体の占領軍 命令諸事 項の履行の成否を監 視 ・修正ない しは報 告す
ること。
。 県 ・市 ・郡 ・町 ・村 な どの地方 自治体お よび中央政府 レベルの官吏 に助言を与 え,こ
れを指導す ること。
つま り,地 方軍政部 の任務 は,GHΩ の指令(命 令,覚 書)お よびそれに基.ついて出 された
日本 の法令 が末端 まで行 きわた り実施 されてい るか ど うかの査察 を行 うことと占領 政策 の趣
旨に即 して適宜 日本側 関係者 に指 導 ・助言を行 うこと,の 二 点にあっ たといえ る。 なお,上
記文書 において,指 導助 言の対象 を地方 当局 に限定せず,中 央政府 の官吏 を も含 め ることに




つの側面か らとらえることがで きる。すなわち,第一に,戦 時教育体制一掃のための監視機
能か らそれをふまえて新教育制度樹立のための指導助言機能への,い わば質的転換の側面で
あ り,第二は,学 校教育分野から広 く社会教育への,範 囲拡大の側面である。
教育官による職務遂行は,中央のC.1.Eと交部省の例にならい,地方教育行政当局への
指示(Suggestion)という形でなされるのが通例であった。それは学校視察の後,改善事項を
記載して送 られる報告書の形式をとる場合 もあっだし,あ るいは会議における助言としてな
される場合 もあったが多 くは口頭による直接伝達であった22)。しかし,た とえ 「サゼスチ
ョン」ではあって も実質的には何 ら指令とかわるところがなかった23)。軍政部か らの文書は
広報 ・宣伝用のパンフレッ トに至 るまでGHΩ の指令なみに扱われ学校では 「連合軍司令部
書類綴」の中にとじこまれた。地方行政関係者,住民にとって,GHΩ,マ ッカーサーは遠
い存在でしかなかっテこが,軍 政部はまきに占領軍の権化であった。「サゼステヨン」は,教





に働 きかけた。いずれも 「サゼステ ヨンである」との逃口上をしきりにとなえなが ら…24)。
軍政部教育官の態度に気負いや強硬一点ば りの傾向が次第にうすれ,日本側の立場や事情
にも配慮を加える余裕が見 られるようになったのは,占領満3年 目か ら4年目をむかえる頃





。ある計画をおし進めて行 く場合,単 にそれがアメリカ式であるか らとかイギ リス式,
ドイツ式であるとか等の理由で実施するのは大いなる誤 りである。それがどこで創造
された ものであろうが,現 在の日本に最 も適しているものが採用 きれなければならな
い。




変が な され るべ きで ある。
3.:地方軍政部教育官による学校視察
1945(昭和20)年の10月か ら年宋にかけてGHΩ か ら日本の教育管理に関す る指令が4回
にわた り出 され,軍 国主義 ・超国家主義教育の禁止方針が明示 されたが,こ の頃か ら'46年
にかけて軍政部による学校視察が本格的に行なわれるようになった。初期においては,隠 匿
兵器 ・武器の摘発,戦 時教材教具の排除,学 校における人権抑圧的習慣(命 令∫、体罰)の 除
去等が中心であった。 この過程で授業中の教室に泥靴のまま踏み込んだ り,道路を整列歩行
中の児童に対し軍国調であるとして中止させた り,人民裁判形式によって生徒をして過玄の
教師の体罰歴をあばかせ,以 後の学校の教育機能を事実上停止に至 らしめた り26)する等 の






















































28)27項に述べられた以外に,職員申に陸海軍の将校或は下士官だった者 が い るか
(1945.10.31以後に任命されたか)。
29)27,28項の質問に述べ られた以外に復員軍人が他の職員にいるか。














































て携行参照 した28)ので,視 察内容と方法 は従来に比べて大 きく改善 きれるとともに全国的
な統一がなきれ ることになった。
教育官は,通例諸施設の検分と関係者か らの事情聴取を行 うのみで,そ の結果に基 く指示,
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助言等は薩接にはなされなかった。視察の結果 は後日,多 くは口頭で,ま れに文書で当局に
伝達 され,改 善措置は教育行政機関に委ね られた。つぎの事例は,軍政部教育官の意向が地
方行政当局を経て現場に到達す る過程を示す代表的な例としてあげることがで きる29)。
三重県のスペンス教育官(教 育課長)は 某市の学校数校を視察した後,市 の教育担当
宮(教 育課長)を 呼びだし結果(主 として団体生活における規律が児童生徒間に欠如し
ているとの指摘)を 示達した。市教育課長は直ちに各学校長あて 「軍政府教育課長スペ







や計画性が期 され,軍 政部から予め日程の概略と目的(多 くの場合その指示 した事項につい
て,実態ないし到達度の査察)が 通知 される方式がとられることが多 くなった。連絡を受け



























来,政 府部内ではその実施をめ ぐり,財政事情から延期を主張する大蔵省と祖国再建の きっ
かけとして教育刷新の緊急性を主張する文部省の意見が対立し,加えてGHΩ 内部で もE.
S.S(経済科学局),C.1.E(民間情報教育局)間 に同様の相剋があ り紛糾したが,結 局,
翌年2月 に至 り,新年度からの実施方針が確定した。実施の順序は,諸般の事情か ら'47年度
は小 ・申学校(就学義務については学年進行で施行,'49年度完成予定),'48年度は高等学校
'49年度は,大学とされだ2)。文部省は ただちに学校教育局編 「新学校制度実施準備の案内」
(文部省通牒 発学63号,B6全29ペー ジ)な る冊子を作成し,各都道府県段階においてと
くに問題が予想される新制中学校,新 制高等学校設置準備上の参考資料として配 布 した鋤
(のちに 「新制高等学校実施の手引」発学534号を追加配布)。
1948年(昭和23)年か ら'49年にかけて地方軍政部教育官の職務の大部分は,こ の新制中
学校,新 制高等学校の実施準備過程における日本側地方当局への督励,指 導援助活動に振 り
向けられた。就申,義 務教育の中学校とは異 り,地方段階での裁量余地が多 く残 されていた
高等学校の取 り扱いに関しては,軍政部の対応の仕方,指 導方針が大 きく影響し,そ の施行
形態に著しい差異を生じせしめた。新制高等学校の発足過程において各地方で共通して惹起
された問題点は,第一に,新制中学校への校舎転用に伴 う再編措置(第一次再編成)で あ り,
第二に,総合課程制,男 女共学制,学 区制のいわゆる高校三原則34)具体化のための再編措置
(第二次再編成)で あった。
この高等学校再編にあたって,最 も意欲的,か つ積極的な動 きを見せたのは,第一軍団軍
















京都軍政部のケーズも参加し,ア ンダーソンとと もに,こ もごも 「義務教育は他の一切の教
育に優先し新制中学校は独立校舎を もって完全収容す るのが府 ・市の責任である,新制高等
学校の校舎が(学年短縮によって)相 当余裕が見込まれる反面,義 務教育の新制中学校が間






対運動が起った。 この中で軍政部側の再三の要求に も応ぜず反対の態度を取 りつづけた府教
育部長は,非協力者の故を以て罷免 された41)。その後 もケーズを中心とする軍政部側の意向
は強硬 さを増す ことはあっても緩むことはなかった。ついに,新 年度を目前にした3月6日,
府当局は,復元期限('50年迄)付 で府立一中,府 立二申を含む4校 の転用に同意 した42)。
この結果市立中等学校の転用7校,郡 部で転用 きれた2校 および小学校か ら全面転用され






禾目歌山,三重などで,「 実施案内」に則 り設置された新学制実施協議会の決議(ほ とん どが
旧制中等学校の単純な切替え)が 「鶴の一声」で臼紙還元され再検討が命ぜ られた。彼 らは,




日本各地で混乱を引 きお こしている要注意人物としてケーズ,マ クレラン,ジ ョンソンを名
指しであげ,連絡調整事務局網を通じて各都道府県あて 「甚深の注意」を呼びかけた翰。
ところで,軍 政部はこのような旧制中等学校の校舎転用,統 合化を,三原則に基 く新制高
等学校実現への有力な布石 として位置づけ指導にあたっていた。確かに校舎転用とそれに伴
う統合によって総合制,男 女共学制,学 区制を採用する上での素地が形成 きれつつあること
は事実であっナこ。しかしなが らこの 「第一次再編」では統合とはいえ一校舎に数校の看板を
掲げた寄合世帯であった り,授業 も別々であった りして総合制,共学制の理念にはほど遠い
例 も少なくなかった。また軍政部が最 も統合の対象 とすべ きとみなしていた実業系諸学校は




をめ ぐって本格的な検討が加えられることになった。 この過程において も軍団軍政部,府 県
軍政部の指導,指 示が大 きな役割を果していたことは明らかであったが,日 本側のそれへの
対処の仕方は多種多様であった。たとえば 「敗戦の悲哀」として占領行政の 「強圧」をひた
す ら耐え忍び対応した事例4`)がある反面,「どうせや られる(注,三原則を強制 される)なら,
や らせ られたとい う形 はとるまい,自発的にやるとい う体制を造ろ う」46)との決意の下独自
の準備を進めて軍政部と対応した事例 も見 られたのである。
第一軍団軍政部 は第一次再編(中 学校への校舎転換に伴 う統合)と 同様,「 直轄地」であ
る京都を三原則実現のモデルとして重視していた。アンダーソンが,マ クレランおよび京都
軍政部のケーズ,その部下のオズワル ドを通じて最 も強 く京都府当局に働 きかけナこ事柄は,








く実質的な別学(石 川)な どの措置はその 「努力」の現われであった49>。








なったと見ることがで きる。たとえばゴ京都の場合,総 合制の採用にあたってほとん ど問題
にならず実現した5bのに対し,三重では実業学校を中心とし県政,財 界,教 育界をあげての
反対運動が展開されたものの,軍 政部の壁にはばまれ余儀な く制度化された。 この経緯を反
映するかのように三重では各課程の独立性が完全に保たれ,別校舎 とし部長(校 舎別課程主
任)に は前校長を当てるなど,ほ とん ど名 目的な総合制でしかなかっだ2)。のちに,軍政部
の機構縮少 とともに,そ れを待ち構え.たかのように総合制の解体が進むが,当 時,地 区教育
担当官であったアルビン ・ルーチ(九州地区民事部)の つぎのような勧告は,当時の日本に
おける総合制の運用にひそむ問題点を分析 した きわめて示唆に富む内容と思われる。
「人々は総合制 自体 よりは,こ の制度の誤解又は不:手際な運用に起因する.,ある種の欠
陥を発見す るや,解 釈や運用の誤 りを是正しようとせず制度自体を非難し学校を分割し
ようとしている……。解決は正しい総合制教育の推進にこそ求むべ きであり,学校 の解
体に求むべ きでない。」ゆ





た高等学校 の在 り方 との関係を重視して指導にあたっナこ朔。大阪 ・京都で当時検討きれた府
立,市 立高等学校の一元化構想(府 か ら市へ全面移管)は後者の流れを くむ ものであっナこ55)。




均等化を行 うための財政的裏づけを欠 き,かつ教員の抜本的配置転換,施 設備品教材の再配
分 も進展せず当初か らその前途には暗雲が漂らていた。その中にあって京都において比転的






行なわれ,ま きに非情かつ強圧的でさえあった。しかしなが ら 「鬼ケーズ」 として赴任先々
(静岡一京都一宮崎)で 忌 きらわれたケーズにして も,また,ケ ーズとともに要注意人物 と
`してあげ られたマクレラン,ジ ョンソンにしても,さ らに西 日本各府県に隠然だる教育指導
権を行使したアンダーソンにしても,その施政の根本に悪意はなかったと見てよい5η。彼等
は大体において職務に熱心な,困難に果敢に立ち向 うまじめな人物であ り,財政事情を根拠
にあるいは末梢的な現象を根拠に事の本質か ら目をそらし無為に安んず ることので きない努




なお,本 稿ではふれ得なかったが高校再編成問題に関する第一軍団所轄地域 と他地域 との
相違は,明 らかに教育担当軍政官の対応の仕方に起因するところが大 きかったといえよ う。
他地域では概して再編成施行の過程で,軍 政官は柔軟な姿勢を示す場合が少なくなかった61)。
しかしなが ら,ために日本側関係者が制度の在 り方をめ ぐり本質的な検討を十分に行 う好機
を逸し,結局において教育理念よりも財政事情や安易な事なかれ主義が先行 ・優先するとい
う政策決定パターンの継承,固 定化に堕す るきらいもなくはなかった,と見 られる。
W研 究 の現状 と課題
前述のように本稿では:地方軍政部の組織,機 構の位置づけに視点を限定し,資料的にもお
よそ第一軍団軍政部関係中心になるなど,当初の研究 目標とはなお相当の懸隔が存すること
は明白である。論述をおえるにあたって,こ こに調査研究の現状と残 されだ課題を整理す る
とともに今後の研究計画の一端を記し,他 日の達成を期したい。
そ もそ も,被占領期の教育制度改革の進捗に興味をいだ き,研究に着手した事情にはつぎ
のような動機が介在 している。すなわち,第一は,従来永年にわたり進めて きていた大正,
昭和初期における教育制度改革史研究 との関連において,両 者の理論的,構 造的連関性を比







かな り情緒的な側面を包含す るのであるが,戦 後新学制による最初の修了者 として」その形
成,進 展の経緯を精確に把握し後代に継承す る義務と責任があると痛感したことである。制
度の是非はともか くゴ同一学制がその基本形態を維推しなが ら「30年余 も持続し得だのは近代
日本の歴史において初めてのことであ り,占領下 とい う困難な事情下において,そ の構築に
当られた諸先達のこ労苦は筆舌につくしがたいものがあったであろ うと思 う。 これを貴重な





が比較的整い,明 治期以降,最 近に至 るまで系統的に収集 されてい る県庁書庫,.文書館で も,
被占領期の部分めみが空白である場合が少な くない。幸い,軍政部関係の指令,県 か らの通
牒類および軍政部の学校視察記録は学校,教 育研究所或いはまれに旧吏員が個人的に保存し
残 されていることがあ り,近年,各 県で編纂 きれた教育沿革史の資料編(た とえば 『大分県
教育史』,『青森県教育史』,.『高知県戦後教育史』,『長崎県教育史』,『京都府教育史戦後編』,
『石川県高校教育十年史』など)の中に該当資料が散見す る。しかレ,これ らは,時間的に
制約 きれた情況下で編纂きれ,しか も広範な時期を対象として収集していることか ら,探索
が きわめて困難を伴 う被占領期に?いては等閑に付されているきらいがなくはない。 このよ
うな事情下にあって,最:近では研究者によって地道な収集 と調査が行なわれ,そ の成果が公
表 きれている(例えば,依 田精一 『大分県教育行政資料』,戸田金一 「日本教育の非軍事化
過程」,広瀬典民 『W・Aクラム博士 と高知県の教育』,木村泰夫 「埼玉終戦教育資料」等)。
被占領期に公文書の散逸が多いのは,紙不足 とか占領政策に対す る感情的反発あるいは講
和以後の政策転換に伴 う廃棄の元進によることのほか,地 方軍政部 と日本側との連絡が文書
にょらず 口頭による部分が少な くなかった事情 も大 きぐ関係してい る。したがって,同 時期
の教育施策展開のいきさつを知 る上で時の当局者(教 育民主部長,教 育部長,教 育長,学 務
課長,視 学等)の手記,メ モ,回想録,談 話が重要な手がか りとなる。手記は,記憶がまだ
生々、しい時期に書かれた ものが多 く,資料 も豊富で信頼性が高いが,残 念なが らそ'の数はそ
う多 くはない(た とえば天野利武 「一教育長の回顧』,佐々木仁三郎 『三重県終戦秘録』,小
西謙 「星条旗の下 りるまで一 占領下信州教育の回顧』,本村泰夫 『埼玉軍政部 と教育』,宇
野量介 「戦後の宮城教育を語る』,米田貞一 「大分の戦後教育』 このほか軍政部軍政官関係
として福井軍政部のJ.F.ハイラン ド『回顧録』がある)。談話については,前記沿革史に
一部掲載 されている場合 もあるが漫然 とした思い出話に終 る傾向がある。 しかし,そ の業
績,著 作および背後の事情についての調査をふまえて,単 独面接を行い きわめて精度の高い
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証言を得ている場合(京都府立教育研究所 『戦後初期の京都の教育について』天野利武,青
柳英夫,三 浦総一郎,糸 井一に対する談話速記録)お よび,戦 後教育資料収集のための民間
組織を作 りテーマごとに座談会形式により体系的な談話聴取保存を進めている例(山 中吾郎





国メリーラン ドのフェデラルレコー ドセンターに保管きれているといわれる),日 本側資料
につ き合せることにより初めて占領政策の実態をよ り適格に把握することが可能となるから
である。1976年6月公表 された外務省外交資料の中に漉大な軍政関係公文書が含まれており,




の発見に努め府県間の不均衝を是正するとともに,そ れに基 き重点調査地域を限定 ・設定す
る,その際,収 集資料を県公報,:地方新聞,学 校日誌(校 務日誌)に まで拡大する,第二に




を確認,簿冊目録の入手を図 り現地調査の準備を行 う。 この問可及的速かに 「:地方における
占領教育政策関係資料目録」を作成し研究成果の一区切 りとし,著作の作成準備に入る。
これまでの調査研究の過程において,全 国各地の多 くの人々および関係機関から貴重なご
教示を得,な おひきつづいてご協力をいただいている。 ここに記して心から感謝の意を表 し
たい。(1978年1月15日現在,1受信順,敬 称略)
天野利武(京 都,元 教育長),青柳英夫(京 都,元 視学),三浦総一一郎(京 都,元軍政部顧
問),石田加都雄(清 泉女子大学),小野一成(東 京都立教育研究所),三 田地敏夫(岩手,
6・3研究会幹事),依田精一(東 京経済大学),中嶋康輔(岡 山大学),天 野卓郎(広 島県
庁),田代直人(広 島大学),北見景一(京 都府教育研究所),園 崎善一(石 川県教育センタ
ー),村田晃治(京都府立教育研究所),中村一雄(長 野県教 育史刊行会),角替弘志(静 岡
大学),永山務(北 海道立教育研究所),戸田金一(秋 田大学),広瀬典民(高 知,小 津高校),
浅野素雄(大 阪府教育委員会),景浦勉(元,愛 媛県教育センター教育史編纂室長),浅見恒
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行(愛 知県教育センター教育資料室),久高喜行(福 井大学),・海貝茂(福 井県教育研究所教
育史研究室),山中吾郎(岩 手,6・3研 究会代表),水江ヤチヨ(東京,元 視学),大 坪国
益(東 京,元 視学),鬼塚一男(宮崎,元 教育長),野口逸三郎(宮 崎,元 教育長),恩 賀一
男(兵庫,元 視学),森孝三郎(徳 島,元教育長),高畑浅次郎(岡 山》元教育長),岩 村武
勇(徳 島),河野幸夫(徳 島),山本督次郎(滋 賀,元 教育長),岡村淳三(滋 賀,元 視学),
永杉善輔(滋賀,元 視学),阿部平(熊 本,元 視学),土居吉郎(鹿 児島)7新 弘(鹿 児島),
故 ・石塚菊二郎(熊 本,元 学務課長),佐々木仁三郎(三重,元 学務課長),米田貞一(大分,
元学校教育課長),神力甚マ郎(石 川,元 学務課長),飯田忠(大 分,元 教育長),手 塚義治
(福井),鈴木健一(静 岡),神田坤六(群 馬,元 教育民生部長),持 丸理喜男(群 馬,元 視
学),高山政雄(宮 城),中村新一'(神奈川),三沢房太郎(宮 城),池田勝郎(宮城),佐藤嘉
市(新 潟,元,視 聴覚教育係長),山 川信夫(大 阪,元 学事課長),「外務省外交資料館,
N.H.K総合放送文化研究所放送史編修室,岩 手県立教育センター教育資料室,青 森県教育
センター図書資料室,富 山県教育センター,広島県立教育センター,鹿児島県教育委員会,
滋賀県教育委員会,佐 賀県教育委員会,山 口県文書館,島 根県教育委員会,大 阪府科学研究
センター,名古屋市教育館,愛 媛県教育センター資料室,』島根県教育研修センター,鳥取県
教育委員会,埼 玉県立文書館,宮 崎県教育委員会,栃 木県文書学事係,兵 庫県教育委員会,
徳島県教育委員会,和 歌山県教育委員会,熊 本県教育委員会,大 阪府文書課,石川県教育セ
ンター,大分県教育委員会,三重県教育委員会,福 島県立センター,山形県教育センター,
香川県学事文書課,、高知県教育委員会,山 梨県教育委員会,福井県教育委員会,横 浜市教育
センター,愛媛県教育委員会,静 岡県立教育研修所,岡 山県教育委員会,青 森県立図書館,
鳥取西高等学校,京 都府教育委員会,群 馬県教育委員会,株 式会社日刊福井,福 岡県教育委
員会,宮城県教育委員会,神 奈川県教育委員会,河北新報社資料部,新潟県教育委員会,広
島県総務課,北 海道行政資料課,香 川県教育委員会,東京都教育委員会,香 川県立図書館郷
土資料室,埼 玉県立浦和図書館参考事務課,千葉県教育委員会,金 池小学校(大 分),武 生
高等学校(福 井),上野丘高等学校(大分),養生小学校(三 重),北野高等学校(大 阪),朱
雀高等学校(京 都),奈良市立佐保小学校,横 須賀高等学校(神 奈川),希 望ケ丘高等学校
(神奈川),日比谷高等学校(東 京),神奈川県教育 センター,前 橋市立桃井小学校(群 馬),
白馬中学校(長 野),利田正男(大 分),大阪タイムス社,姫 野誠二(滋 賀),田中昊(滋 賀う,
寺井秀七郎(滋 賀),高橋朋子(三 重),須沼吉太郎(富 山),前 橋市教育資料館,斉 藤武博
(群馬),黒田達太郎(群 馬),小口真雄(宮 城),小千谷小学校(新 潟),本 田益夫(香 川),
浜田成政(大 阪),内藤一人(岡 山),谷木裕一(香 川),杉浦正一(香 川),岩本晋一郎(岐




2)H.E.ワイルズ 井上勇訳 「東京旋風一 これが占領軍だった一 」p.12-13
3)日本政府 もポツダム宣言第10項および11項を根拠に直接統治に強く抵抗する姿勢を示していた。9











































































































果,結論 として,軍 政部の云うことだから仕方がないと云 うのでなく,これは一応筋の通った考え
方であり,教育の民生化に必要であるとの認識を皆 さんが持たれたと思う。」(天野 「戦後初期の京
都の教育について」談話速記p.5〔京都府教育研究所所蔵文書〕)











53)アルビン ・ルーチの 「大分県における学校再編成に関する書簡」(「大分県教育百年史』第4巻 資
料編2)
これに対して当局(大分県教育委員会)は「県民の熱烈な要望と職業教育振興の念願に応」(「教育















60)シー ボル ト 前提書p.42
61)小西謙 「星条旗の下 りるまで一 占領下信州教育の回顧」p.179-193
池田勝郎 「宮城県の男女共学制」、書簡'77.11.13付
宇喜田一塩 「連合車の教育管理と現場」(「教育香川」第24巻9号p.12-14)
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"TheStructureandRoleofMilitaryGovernment
TeamsinoccupiedJapan"
ABEAKIRA
Thispaperisilltroductoryremarksofthecontinualstudyonmilitarygovernment
teams(M.G.T.)oftheoccupatio皿forcesinJaban.Theporpursofthispaperisto
studyontheorganization,thestaffespeciallyeducatioロalofficersandthefunctionof
M.G.T..
Gen.MacArthurhadinstalledaIimittedmilitarygovernmeロttogovernJapanin1945
andlocatedM.G.T.ineachprefecture.MG.T.isanagencyforobservingcompli・
ancewithcomma皿der'sinstmctio鳳andagencyupo且whichhemaycallifnecessaryto
securecompliance.Inaccordancewiththisp血cipleeducatio皿alofficerofM.G.T.
visittedschoolstoobservethediffusionofdemocraticeducatio旦andgaveJapaneseedu-
cationaladministratorsseveralbitsofadviceaboutthedemilitarizatiol1,``且eweducatioR",
theschoolreformsandsoon.
Theeducationlalpolicyontheprefectuallevelwasfashionedthroughthecooperation
oftheJapaneseandAmericalleducationaIofficers.Butargumentandunderstanding
betweentheJapanesea皿dAmericaneducationalofficerswerenotalwayscomplete.
AmericaneducationaIofficers,thoughearnes重,wereoftenparochiaLTheyoftenatte・
mptedtoapplytoJapansolutionsthatweresuccessfulintheirhomeortopursue
theidealwithoutpayingonattentiontoJapaneseconditions.
Inthispaperwerepickedupcases;M.G.SectionofthelstcorpsandM.G.T.
ofKyotoprefecture.Thechiefeducationalofficersofthe皿wereR.S.Andersonand
E.Cades.
TheycompeledJapaneseeducationaladministratorstoofferthebuildingsofold
加iddlegradeschoolsfornewcompulsoryschoolsandcarryouttherefo㎜ofhighschool
followingAlnericansystem.Adm三nistratorsinKyotoacceptedco且sentlytheproposal
butOhtersga>eo皿unwiliingconsent.
